
 

さらに、地域ぐるみの学校安全体制整備の取組に対する支援により、子どもの安

全を確保するほか、保護者用リーフレットの配布等により、被災した子どもの心の

ケアの充実を図る。 

加えて、女性や子育てに配慮した避難所の設計や安全な生活環境の整備を推進す

るとともに、避難所運営への女性の参画や意向の反映を促進する。 

また、女性の悩みや女性に対する暴力に関する相談サービス等の周知を図る。 

さらに、妊産婦や乳幼児は、被災したことにより、身体的・精神的に厳しい状況

に置かれていることから、避難所等で生活する妊産婦や乳幼児が専門的・長期的な

支援を受けられる体制の整備に努める。 

また、震災によって日常生活を奪われ、避難生活を送ることを余儀なくされた児

童の生活状況の激変に伴う様々な不安や悩みに対して、児童福祉に関わる専門職種

の者による相談・援助によって、これらを解消し、被災前の生活や心理状態を取り

戻すための支援を行う。 

 

 

３ 復興期のまちづくりにおける治安基盤の確立 

 

(1) 犯罪の起きにくいまちづくり 

【警察庁・国土交通省】 

   被災地を復興するに際しては、被災者の生活をより安全・安心なものとするた

め、あらゆる防犯性能を備えたまちづくりを推進するとともに、地域コミュニティ

の再生の状況に応じて警察によるきめ細かな防犯対策を行ったり、防犯ボランティ

ア活動の始動・活性化を図ったりすることにより、犯罪の起きにくいまちを実現す

ることが重要である。 

このため、関係省庁が連携し、防犯に配慮した見通しの良い植栽の整備、コミ

ュニティスペースの確保等の防犯に配慮した環境設計、防犯カメラ・防犯灯等の

防犯設備の計画的配置、防犯性能の高い建物部品の普及、警察官による被災者向け

の公営住宅等の警戒・警ら活動の実施、防犯ボランティアの立ち上げや活動への支

援等、女性を含む地域住民の参画を得つつ、犯罪の起きにくいまちづくりを総合的

に推進する。 
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東日本大震災に係る被災地における生活の平常化に向けた 

当面の取組方針（概要・抜粋） 
 

平成２３年５月２０日 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部 

  

本格的な復興の取組の段階に至るまでの、当面３か月程度の間に取り組んでいく施策を

取りまとめ。地方自治体や関係者の協力を得て、被災者の生活の平常化に向けて努力する。 

   

１．避難所の生活環境の向上 
  

避難所に避難されている被災者及び在宅被災者の生活環境を改善。特に、著しく厳しい環境となっ

ている避難所を重点的に改善するため、県・市町村を支援。必要な情報の提供と各種相談を実施。 
 

２．居住の支援 
 

応急仮設住宅の建設促進、国家公務員宿舎・公営住宅、民間賃貸住宅の活用等を進め、応急仮設住宅

等への一刻も早い入居を支援。 

８月中旬まで大部分の避難所を解消、応急仮設住宅等への希望者全員の入居を目指す。 
 

３．保健・医療・福祉・教育等のサービスの確保 
 

 医療等のサービスの質・量を確保するため、被災地外からの応援、仮設施設の設置を行いつつ、施設

の復旧を進める。 

 教育活動等の平常化に向け、学校施設等を復旧するとともに、被災児童生徒等への支援を充実。 
 

４．がれき処理 
 

 マイナスの状態から、まっさらな状態（ゼロ）に戻すべく、生活環境に支障が生じ得る災害廃棄物を

本年８月末を目途に概ね撤去。 
 

５．緊急災害防止対策 
 

 梅雨期前まで、台風期までに必要な二次災害対策をそれぞれ実施。 

津波・地盤沈下により湛水した地域の排水や液状化対策を進める。 
 

６．ライフライン、交通網、農地・漁港等の復旧   
 

家屋流出等地域におけるライフライン・交通網等のインフラの早期復旧に向けて、引き続き力を注ぐ

とともに、農地・漁港等の復旧を進める。 

全浸水地域を対象とした被災状況等の調査分析を行い、地元自治体の取組の支援を行う。 
  

７．生活の再建に向けて    
  

復旧事業等による雇用創出、新たな就職に向けた支援、被災企業等の雇用維持の取組に対する支援、

企業の営業再開支援等を行い、地域経済の復興に向けた足掛かりを作る。 
 
 
 

８．被災者対策全般に係る事項（抜粋） 
 

（７）男女共同参画の推進等 
  

・避難所運営や生活の再建に当たっては、男女共同参画の視点に留意し、子ども、女性、高齢

者、障害者等多様な人々のニーズに配慮するとともに、こうした人々の参画を促進する。 
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東日本大震災復興基本法案 
（平成２３年６月９日 衆・委員長提案 ６月１０日衆議院本会議で可決） 

 
（基本理念）  
第２条 東日本大震災からの復興は、次に掲げる事項を基本理念として行うものとする。 
一 未曽有の災害により、多数の人命が失われるとともに、多数の被災者がその生活基    

盤を奪われ、被災地域内外での避難生活を余儀なくされる等甚大な被害が生じており、

かつ、被災地域における経済活動の停滞が連鎖的に全国各地における企業活動や国民

生活に支障を及ぼしている等その影響が広く全国に及んでいることを踏まえ、国民一

般の理解と協力の下に、被害を受けた施設を原形に復旧すること等の単なる災害復旧

にとどまらない活力ある日本の再生を視野に入れた 抜本的な対策及び一人一人の人

間が災害を乗り越えて豊かな人生を送ることができるようにすることを旨として行わ

れる復興のための施策の推進により、新たな地域社会の構築がなされるとともに、二

十一世紀半ばにおける日本のあるべき姿を目指して行われるべきこと。この場合にお

いて、行政の内外の知見が集約され、その活用がされるべきこと。 
二 国と地方公共団体との適切な役割分担及び相互の連携協力並びに全国各地の地方公

共団体の相互の連携協力が確保されるとともに、被災地域の住民の意向が尊重され、

あわせて女性、子ども、障害者等を含めた多様な国民の意見が反映されるべきこと。

この場合において、被災により本来果たすべき機能を十全に発揮することができない

地方公共団体があることへの配慮がされるべきこと。 
三 被災者を含む国民一人一人が相互に連帯し、かつ、協力することを基本とし、国民、

事業者その他民間における多様な主体が、自発的に協働するとともに、適切に役割を

分担すべきこと。 
四 少子高齢化、人口の減少及び国境を越えた社会経済活動の進展への対応等の我が国

が直面する課題や、食料問題、電力その他のエネルギーの利用の制約、環境への負荷

及び地球温暖化問題等の人類共通の課題の解決に資するための先導的な施策への取組

が行われるべきこと。 
五 次に掲げる施策が推進されるべきこと。 
イ 地震その他の天災地変による災害の防止の効果が高く、何人も将来にわたって安 

心して暮らすことのできる安全な地域づくりを進めるための施策 
ロ 被災地域における雇用機会の創出と持続可能で活力ある社会経済の再生を図るた

めの施策 
ハ 地域の特色ある文化を振興し、地域社会の絆(きずな)の維持及び強化を図り、並

びに共生社会の実現に資するための施策 
六 （略） 
 
（東日本大震災復興構想会議の設置等） 

第１８条 本部に、東日本大震災復興構想会議を置く。 
２ （略） 
３ 東日本大震災復興構想会議は、議長及び委員２５人以内をもって組織する。 
４ 議長及び委員は、関係地方公共団体の長及び優れた識見を有する者のうちから、内 

閣総理大臣が任命する。 
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